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 「ICT サービス安心・安全研究会 報告書」（案）に関し、別紙のとおり意見を提出しま

す。 
 
 



(別紙) 

章 項目 ページ 該当部分 意見 

1章 3.2． 

初期契

約解除 

ルール 

 

3.2.1. 

導 入 の

必要性 

3.2.1.2. 

考え方 

P.14 加えて、サービスの利用を可能とするために工

事が必要となるサービスについては、工事が開始

された後に初期契約解除がされた場合には、工事

費の負担や原状復帰が必要となり、利用者や事業

者双方の費用負担が大きくなり得るため、異なる

取扱いを検討することが適当である。  

本報告書案に記載のとおり、「サービスの利用

を可能とするために工事が必要となるサービス

については、工事が開始された後に初期契約解除

がされた場合には、工事費の負担や原状復帰が必

要となり、利用者や事業者双方の費用負担が大き

くなり得る」ため、当該サービスへの初期契約解

除の適用は、工事着手前までの範囲とするべきと

考えます。 

3.2.2. 

対 象 と

な る サ

ービス 

3.2.2.2. 

考え方 

P.15 契約時点での契約締結の意思が不安定であっ

たり、契約内容が複雑であったり、実際に利用し

ないとサービスの品質が分からなかったりする

にもかかわらず、契約当初であっても、契約を存

続させなければならないとすると、利用者の不利

益及び影響が大きい。したがって、初期契約解除

ルールが必要となるサービスは、現行の提供条件

の説明が必要となる電気通信サービスを踏まえ

つつ、契約内容が複雑であったり、実際に利用し

ないとサービスの品質が分からないサービスを

対象とすることを基本に検討すべきであると考

えられる。  

初期契約解除ルールの検討が、本報告書案に記

載のとおり苦情件数の増加を起因としている以

上、対象は苦情の多いサービスに限定すべきであ

り、DSL サービス等のトラブルが少ないサービス

は、初期契約解除ルールの対象外とするべきと考

えます。 

また、詳細説明や契約の解除方法、違約金等の

説明を受けたことを示す本人の自筆の承諾書が

整備されている場合についても対象外とするべ

きと考えます。 

以上 


